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当社グループのパーパス
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当社の100年の歩み

• 1918年の創立以来、100年以上にわたってアイデアと技術への挑戦を重ね、これまで世の中になかった
革新的な製品を生み出し、新たな市場を切り拓き、世界中の人々の書くを支えてきた

●1991年 太軸の筆記具「ドクターグリップ」を発売、ロングセラー商品に
●1992年 メルちゃんシリーズを発売
●1994年 0.3ミリボールの超極細ボールペン

●1998年 アメリカ市場で大ヒットし今も尚売れ続けるロングセラー

●2006年 こするとインキが消える「フリクション」シリーズを発売
世界中で大ヒット

●2013年 シンプルで使いやすいカクノ万年筆を発売

1910年

1920年

1930年

1940年

1950年

●1916年 並木良輔が初の純国産14金ペンを完成

●1918年 並木良輔、和田正雄により創立

●1955年 世界で初めてチップフィルペン芯を採用した
「パイロットスーパー万年筆」を発売

●1963年 世界初のキャップのない万年筆「キャップレス」を発売
（翌年パリで開かれた国際ギフトフェアで最優秀オスカー賞を受賞）

1970年

1980年

1990年

2000年

2010年

2020年

●1968年 万年筆技術の集大成、ショートタイプ「エリートS」を発売
テレビCM「はっぱふみふみ」が話題となり大ヒット商品となる

●1972年 万年筆の技術を応用し、
継ぎ目のないマリッジリングの製造を開始

●1977年 世界初の多機能ボールペン「2+1（ツープラスワン）」を発売

●1980年 ステンレスパイプチップによる
水性ボールペン「ハイテックポイント」を発売

●1933年 インド進出
●1933年以降 ビルマ・インドネシア・中南米進出

●1925年 国産金ペンの蒔絵万年筆 横浜港出港

●1926年 高蒔絵万年筆発売、欧米市場開拓時に輸出

ニューヨーク・ロンドン・上海・シンガポール進出

●1930年 高品質ブルーブラックインキを開発

ダンヒル社と欧州販売代理店契約
日、英、米、仏、蘭の5か国で特許を取得

1960年

「ダンヒル・ナミキ万年筆」

「ブルーブラックインキ」

繊細な書き味と斬新なデザインで国内外の人気を得る、
文具業界の花形商品「パイロットスーパー万年筆」

「ハイテックC」

「キャップレス」

「エリートS」

「2＋1」

「ハイテックポイント」首・肩・腕への負担を軽減する
「ドクターグリップ」

ノック式ゲルインキボールペン「G-2」を発売

「ハイテックC」を発売

「G-2」

温度変化で筆跡が消える
「フリクションボール」

シンプルで使いやすい
ジュニア世代の万年筆「カクノ」

「メルちゃん」

創業当時の本社
（日本橋）

木製軸に14金ペンを
取り付けた製品第一号
「パイロットペン」

「蒔絵万年筆」

万年筆、インキブームの先駆けとなる

“業界の水先案内人・先導者として道を切り拓く“
“世界に通用する質の高い製品を作り、実力を世界へ示す”
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新型コロナウイルス
感染症拡大

取り巻く事業環境の変化と変革の必要性

• 先進国を中心とした経済回復に伴い、業績は新型コロナウイルス蔓延前の水準に回復基調にあるが、
未だ先行きは不透明な状況

• また、中核事業である筆記具事業をとりまく事業環境は近年激しい変化に晒されている

購買チャネルの多様化

業界再編の加速

筆記具のデジタル化

主要な事業環境変化
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これからの100年の目指す方向性 1/2

• これまでの100年と同様、これからの100年も筆記具を通じて世界中の書く、を支え続ける

• そして、この100年で培った“書くから派生した技術”を活かすことで、外部環境の大きな潮流に対応し、
筆記具以外の領域でも人と社会・文化の支えとなり、次の100年へ繋いでいく
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これからの100年の目指す方向性 2/2

• 同時に、地球環境や地域社会に対する貢献・価値提供と、当社従業員が誇りをもって活き活きと働くことの
できる職場づくりを行っていく

(C)SHONAN BELLMARE
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2030年ビジョン

世界中の書く、を支えながら、
書く、以外の領域でも人と社会・文化の支えとなる

➢ 製品・サービスを通じた環境課題の解決

➢ 社会的・文化的価値創造への貢献

➢ 心身ともに健康に働くことができる職場環境 など

売上高構成比25%

海外事業拡大・国内シェア堅持

持続可能な地球・社会づくりへの貢献

➢ 資本業務提携・新規事業による
既存品目シェアアップ 及び 新規付加価値提供

➢ マーケティング機能強化 及び グローバルサプライチェーン構築、
販売チャネル・商流整備による国内外の事業拡大・堅持

グローバル
筆記具市場No.1

非筆記具事業を
第2の柱として成長

環境・社会・従業員
への価値提供

➢ 既存事業：玩具事業・産業資材事業の拡大

➢ 新規事業：“書く”技術を活かした新たな価値創造
“ 書く × 隣接領域 ” “ 書く × ライフステージ ”
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グローバル筆記具市場No.1

• 国内は現在のシェアを堅持しつつ、海外市場を中心に更なる事業拡大を実現し、グローバル筆記具市場
No.1の地位を確立

資本業務提携・新規事業による
既存品目シェアアップ 及び

新規付加価値の提供

各エリアに根差したマーケティング活動

ニーズに応える商品開発 及び

最適な生産体制の構築 国内チャネル別営業戦略・

海外販売会社の設立拡大による

販売網のさらなる強化

現在 2030年

世界中で選ばれている商品の更なる安定供給や
各エリアに根差したマーケティング・商品開発の取組みを加速

2030年に向けた事業拡大イメージ

国内市場は現在のシェアを堅持しつつ
海外市場の拡大により、グローバル筆記具市場No.1へ

海外市場を中心とした筆記具事業の拡大

国内

海外

「FRIXION」シリーズ

「G-2」

欧州

アジア・オセアニア・アフリカ

米州

南米

「V-BOARD MASTER」

「Juice」シリーズ
「P-500/700」
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世界中の人々の人生の
あらゆる局面で価値を提供できる存在へ

玩具・産業資材事業の拡大とともに、
筆記具で培った技術を活かし新規事業を創出
（“書く × 隣接領域”、“書く × ライフステージ“）

非筆記具事業を第2の柱として成長

将来の事業領域（イメージ） 将来の価値提供範囲（イメージ）

• 2030年までに非筆記具事業の売上高構成比を25%に拡大

• 既存事業である玩具事業、産業資材事業に加え、筆記具で培った技術を活かした新規事業を創出・成長
させ、世界中の人々の人生のあらゆる局面で価値を提供できる存在となる

新規領域既存領域

提
供
価
値

コト
（体験）

モノ
（製品）

デジタル
筆記具・文具

知育玩具

教育
ヘルスケア

アナログ
筆記具

玩具

産業
資材

現状提供している価値の範囲

将来的に提供したい価値の範囲

エリア

価値提供先事業

世界

筆記具
中心

幼児・学生・
社会人

筆記具＋α
（モノ＆コト）

全年代

全世界
（さらなるエリア拡充）
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環境・社会・従業員への価値提供 1/2

• 環境・社会・従業員への価値提供に向けて、当社が解決していくべきサステナビリティ重要課題を特定

当社のサステナビリティ重要課題

ステークホルダー及び当社にとっての重要度から
21のサステナビリティ重要課題を特定し、4つのカテゴリーに分類 地球環境のために

気候変動
への対応

汚染物質の
削減

生物多様性の
保全

環境に配慮した
製品開発

廃棄物の
削減・管理

水資源管理

資源の
効率的利用

社会のために

地域社会
への貢献

持続可能な
サプライチェーンの構築

人々のライフステージ・
よりよい暮らしへの貢献

人権の尊重
顧客との

関係性の強化

事業基盤（その他）

リスクマネジメントの
推進

税の透明性の
確保

製品安全の徹底
及び品質の確保

コンプライアンスの
徹底

コーポレート・
ガバナンスの強化

データ及びサイバー
セキュリティへの対応

従業員のために

人財育成の
促進

ダイバーシティ&
インクルージョンの促進

健全な
労働慣行の構築

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

当社にとっての重要度高い

非常に
高い

気候変動への対応

人財育成の促進

ダイバーシティ&インクルージョンの促進

コンプライアンスの徹底

環境に配慮した製品開発

リスクマネジメントの推進

コーポレート・ガバナンスの強化

資源の効率的利用

製品安全の徹底及び品質の確保

顧客との関係性の強化

人々のライフステージ・
よりよい暮らしへの貢献

データ及びサイバーセキュリティへの対応

生物多様性の保全
廃棄物の削減・管理

持続可能なサプライチェーンの構築

地域社会への貢献

健全な労働慣行の構築

税の透明性の確保

水資源管理

人権の尊重

汚染物質の削減

非常に高い
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環境・社会・従業員への価値提供 2/2

• 2022-2024中期経営計画の中でサステナビリティ重要課題の解決に向けた取組みの目標を具体化・設定

2030年の目指す状態 関連するSDGs

地球環境のために

• 事業活動における環境への負の影響を、継続的に低減するとともに、
それらの解決に能動的に取組んでいる

• 地球環境に配慮した製品・サービスを通じて、環境課題の解決に貢献し、
社会から必要とされる企業として認知されている

社会のために

• 当社に関わる全ての人の人権や多様性が尊重されるとともに、
ステークホルダーとの適切な関係を持続的に構築できている

• 多様なニーズに応えることのできる製品・サービスを通じて、人々の生活に
寄り添い、人々のより良い暮らし・豊かさを実現することで、
社会的・文化的価値創造に貢献している

従業員のために

• 心身ともに健康に働くことができる職場環境を実現している。
そこに集まった多様な人財が、伝統や技術を受け継ぎつつ、
創造力や個性を発揮しあい、当社で働くことに誇りと楽しさを感じている

• 当社ならではの育成制度 及び 適切な評価制度を通じて、
自ら考え行動し、価値提供できる人財が活躍している

事業基盤

• 社会環境の変化に柔軟に対応しつつ、迅速で責任ある意思決定を行う
ことで新たな挑戦を続けるとともに、持続的に成長できる経営基盤を
構築している

• 一人ひとりが社是を具現化することを通じて、より良い企業文化を醸成し、
顧客主義の姿勢を貫くことでステークホルダーからの信頼を獲得している
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2030年に向けた基盤構築

「変革と挑戦」の3年間

2022年 2024年 2030年

グローバル筆記具市場No.1

非筆記具事業を第2の柱として成長

環境・社会・従業員への価値提供

2030年
ビジョンの実現

2022ｰ2024
中期経営計画

5つの
基本戦略

グループ全体のガバナンス体制強化

資本業務提携・新規事業構想への着手

事業拡大に向けたさらなる機能強化

サステナビリティと中期経営計画の統合

長期人財構想策定・実行

2022-2024中期経営計画の位置づけ

• 2030年ビジョン実現に向け、2022-2024年を“変革と挑戦”の3年間と位置づけ、5つの基本戦略に則り、
取組みを進めていく

2022-2024中期経営計画の位置づけと5つの基本戦略

1

2

3

4

5
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グローバル
筆記具市場

No.1

非筆記具
事業を
第2の柱
として成長

基本戦略① 事業拡大に向けたさらなる機能強化

• 2030年に向けて、マーケティング・R&D機能の強化及びサプライチェーンの構築、販売チャネル・商流強化を
段階的に推進

2022ｰ2024
中期経営計画

2022年 2024年 2030年

マーケ
ティング
・
R&D

調達
・
生産

流通
・
販売

当社の技術とお客様のニーズをふまえた
商品開発の強化研究開発拠点の機能強化

海外生産拡充に向けた準備
稼働 / 海外生産エリアの拡大

国内チャネル別戦略の実行

各社体制強化

2030年ビジョンの実現

筆記具/非筆記具の事業拡大に向けた取組みのロードマップ

BCP対策・生産設備増強を目的とした
国内生産拠点の再配備

各国・各地域のお客様のニーズに応じた
商品企画・販促活動の強化

各国地域の販売網の拡充

マーケ
ティング・
R&D調達・

生産

流通・
販売
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• 事業拡大に向け他社との資本業務提携も積極的に検討・実行

• 既存品目のシェアアップや新規品目拡充、中長期視点での新規事業構想に着手

基本戦略② 資本業務提携・新規事業構想への着手

資本業務提携・新規事業構想の考え方

筆記具

玩具
産業資材

新規事業

事業規模

2022年 2030年

当社と他社の強みを
掛け合わせた
新たな価値創造

他社との協業による
シェアアップ・品目拡充

技術

ブランド

サプライ
チェーン

アイデア

顧客接点

デザイン 品質

ノウハウ

歴史
グローバル
ネットワーク

新規
事業

筆記具

玩具

新規
事業

新規
事業

価値創造の源泉

産業
資材

各事業の成長イメージ

当社の強み×他社の強み

2022-2024中期経営計画より着手し、
次期中期経営計画以降で効果が顕在化する想定

他社との協業によりシェアアップや品目拡充を行う
また、当社の強みを活かした新たな新規事業を創出



18

基本戦略③ グループ全体のガバナンス体制強化

• 2022年より監査等委員会設置会社へ移行し、取締役会の監督機能強化、意思決定の迅速化を実現

• また、強固なグループガバナンス体制を構築し、2030年ビジョン実現に向けた取組みを加速

監査等委員会設置会社へ移行 グループガバナンス体制の構築・運用

取締役会
• ステークホルダーの期待に応えることを重視
して会社の進むべき方向性・方針を議論

•上記方向性・方針に沿い業務執行を監督

•監査等委員会は取締役会を監査

業務執行取締役
執行役員

•社会・事業環境の変化に対応し、
持続的成長のために、委譲を受けた権限
に基づき業務執行の意思決定を迅速に
行って速やかに実施

当社の変わらぬ価値観や将来に向けた方向性を
社内外に示しつつ、社会・事業環境の変化に

柔軟かつ迅速に対応をしていく

グループガバナンス体制強化に向け、方針・ルールの整備と
IT基盤の整備、DX推進を同時並行で進めていく

グループマネジメント
方針策定

詳細設計・
体制構築

実運用
見直し

グループ全体のIT化

方針・
ルール
整備

IT
基盤
整備
・

DX
推進

グループ全体のDX推進

•本社のマネジメント
強度のあり方検討

•本社とグループ各社
の期待役割整理

•本社・グループ各社の
権限・責任・機能配置
再設計

•業務プロセス・規定類
再整備

•既存業務の強化・改善

•基幹システム再構築

デジタルを活用し企業価値を高める
DX構想の策定・取組みに着手

取締役会の監督機能強化・意思決定の迅速化を目的
として、機関設計変更を実施
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事業基盤社会のために

従業員のために地球環境のために

• 地域の環境課題解決に貢献する製品の開発

• 包材の使用量削減

• 海洋プラスチックを使用した製品の開発 など

• 労働基準に関する方針策定

• 人財育成促進に向けた研修制度の充実 など

• グループガバナンスの強化

• ステークホルダーとのコミュニケーション強化
（財務・非財務情報の積極的な開示等）

• 贈収賄及び腐敗行為防止に関する方針の策定

• コンプライアンス全般に係る従業員への伝達と教育
など

• 人権方針の策定・従業員教育の実施

• 環境・社会影響の低減を含む調達方針の策定と
ステークホルダーへの周知 など

基本戦略④ サステナビリティと中期経営計画の統合

• 中期経営計画にサステナビリティ重要課題を組入れ解決を図っていくことで、経済価値と環境・社会・従業員
への貢献の双方を実現

サステナビリティ重要課題解決に向けた取組み

環境配慮型製品シリーズの
世界ブランド「BEGREEN」

脱プラスチックパッケージの推進 従業員向け研修・ワークショップの実施

国内外グループ各社との連携
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既存の人財育成
組織強化

外部人財活用による
多様性・専門性強化

基本戦略⑤ 長期人財構想策定・実行

• 2030年を見据えた長期人財構想を策定し、人財育成・組織強化 及び 外部人財活用による多様性・
専門性強化を両輪で進めていくとともに、全員参加型で一体感のある組織風土を醸成する

長期人財構想の策定・実行 未来へ向け挑戦する風土・一体感の醸成

2030年ビジョン

事業戦略

筆記具 非筆記具

不足している人財・組織能力

2030年に求められる組織・人財

✓ 組織構成

✓ 各組織の人財構成

✓ 人財タイプ毎の必要スキル

✓ 人財タイプ毎の必要人員数 目指すキャリアに向けた
一人ひとりの

自律的な成長の実現

エンゲージメント向上による
信頼と一体感の醸成

将来の組織・人財構想の
全社意思統一

長期人財構想の
実現

全員参加型で一体感のある組織風土を醸成
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2024年 経営指標及び財務指針

財務
指針

財務
KGI

連結売上高
1,180億円
（筆記具事業1,050億円、非筆記具事業130億円）

営業利益率 18％以上を確保する

ROE
現在の収益基盤の維持・向上を図り、
中長期にわたり安定的に、12％以上を確保する

成長投資
内部留保300億円程度を原資に、
「人財育成・投資」「既存事業領域」「成長・新事業領域」
「資本業務提携」等へ、積極的に投資配分を行う

株主還元方針
安定した配当の成長の実現を図るとともに、
配当性向30％以上を目指す

• 経営指標として、連結売上高・営業利益率・ROEの各財務KGIを設定

• 積極的な成長投資と安定配当・配当性向30％以上の実現を目指す




